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履行拒否又は受注者の責めに帰すべき履行不能の場合の違約金

に係る工事請負契約書等の当面の取扱いについて

破産法（平成16年法律第75号）等に基づく解除により、受注者がその債務の

履行を拒否し、又は、受注者の責めに帰すべき事由によって受注者の債務につ

いて履行不能となった場合の違約金については、当分の間、工事請負契約書等

を下記のとおり取り扱うこととするので、遺漏なきよう措置されたい。

記

（工事請負契約書の一部改正）

１ 「工事請負契約書の制定について （平成７年６月30日付け建設省厚契発第」

25号）別冊の工事請負契約書の一部を次のように改正する。

第46条第２項及び第３項を削り、同条の次に次の１条を加える。

（契約が解除された場合等の違約金）

第46条の２ 次の各号のいずれかに該当する場合においては、受注者は、請

負代金額の10分の１に相当する額を違約金として発注者の指定する期間内

に支払わなければならない。

一 前条の規定によりこの契約が解除された場合

二 受注者がその債務の履行を拒否し、又は、受注者の責めに帰すべき事

由によって受注者の債務について履行不能となった場合

２ 次の各号に掲げる者がこの契約を解除した場合は、前項第二号に該当す

る場合とみなす。

一 受注者について破産手続開始の決定があった場合において 破産法 平、 （

成16年法律第75号）の規定により選任された破産管財人

二 受注者について更生手続開始の決定があった場合において、会社更生

法（平成14年法律第154号）の規定により選任された管財人

三 受注者について再生手続開始の決定があった場合において、民事再生

法（平成11年法律第225号）の規定により選任された再生債務者等

３ 第１項の場合（前条第６号の規定により、この契約が解除された場合を

除く ）において、第４条の規定により契約保証金の納付又はこれに代わる。

担保の提供が行われているときは、発注者は、当該契約保証金又は担保を

もって第１項の違約金に充当することができる。

別紙１



第47条第１項中「前条第１項」を「第46条」に改める。

第49条第３項及び第８項中「第46条」の下に「又は第46条の２第２項」を

加える。

（土木設計業務等委託契約書の一部改正）

２ 「土木設計業務等委託契約書の制定について （平成７年６月30日付け建設」

省厚契発第26号）別冊の土木設計業務等委託契約書の一部を次のように改正

する。

第42条第２項及び第３項を削り、同条の次に次の一条を加える。

（契約が解除された場合等の違約金）

第42条の２ 次の各号のいずれかに該当する場合においては、受注者は、業

務委託料の10分の１に相当する額を違約金として発注者の指定する期間内

に支払わなければならない。

一 前条の規定によりこの契約が解除された場合

二 受注者がその債務の履行を拒否し、又は、受注者の責めに帰すべき事

由によって受注者の債務について履行不能となった場合

２ 次の各号に掲げる者がこの契約を解除した場合は、前項第二号に該当す

る場合とみなす。

一 受注者について破産手続開始の決定があった場合において 破産法 平、 （

成16年法律第75号）の規定により選任された破産管財人

二 受注者について更生手続開始の決定があった場合において、会社更生

法（平成14年法律第154号）の規定により選任された管財人

三 受注者について再生手続開始の決定があった場合において、民事再生

法（平成11年法律第225号）の規定により選任された再生債務者等

３ 第１項の場合（前条第６号の規定により、この契約が解除された場合を

除く ）において、第４条の規定により契約保証金の納付又はこれに代わる。

担保の提供が行われているときは、発注者は、当該契約保証金又は担保を

もって第１項の違約金に充当することができる。

第43条第１項中「前条第１項」を「第42条」に改める。

第46条第１項、第２項、第５項第１号及び第７項中「第42条」の下に「又

は第42条の２第２項」を加える。

（建築設計業務委託契約書の一部改正）

３ 「建築設計業務委託契約書の制定について （平成10年10月１日付け建設省」

） 。厚契発第37号 別冊の建築設計業務委託契約書の一部を次のように改正する

第42条第３項及び第４項を削り、同条の次に次の一条を加える。

（契約が解除された場合等の違約金）

第42条の２ 次の各号のいずれかに該当する場合においては、受注者は、業

務委託料の10分の１に相当する額を違約金として発注者の指定する期間内

に支払わなければならない。

一 前条第１項又は第２項の規定によりこの契約が解除された場合

二 受注者がその債務の履行を拒否し、又は、受注者の責めに帰すべき事

由によって受注者の債務について履行不能となった場合



２ 次の各号に掲げる者がこの契約を解除した場合は、前項第二号に該当す

る場合とみなす。

一 受注者について破産手続開始の決定があった場合において 破産法 平、 （

成16年法律第75号）の規定により選任された破産管財人

二 受注者について更生手続開始の決定があった場合において、会社更生

法（平成14年法律第154号）の規定により選任された管財人

三 受注者について再生手続開始の決定があった場合において、民事再生

法（平成11年法律第225号）の規定により選任された再生債務者等

３ 第１項の場合（前条第１項第４号の規定により、この契約が解除された

場合を除く ）において、第４条の規定により契約保証金の納付又はこれに。

代わる担保の提供が行われているときは、発注者は、当該契約保証金又は

担保をもって第１項の違約金に充当することができる。

第43条第１項中「前条第１項及び第２項」を「第42条」に改める。

第46条第１項、第２項及び第４項中「第42条」の下に「又は第42条の２第

２項」を加える。

（建築工事監理業務委託契約書の一部改正）

４ 「建築工事監理業務委託契約書の制定について （平成13年２月15日付け国」

官地第3-2号）別冊の建築工事監理業務委託契約書の一部を次のように改正す

る。

第32条第３項及び第４項を削り、同条の次に次の一条を加える。

（契約が解除された場合等の違約金）

第32条の２ 次の各号のいずれかに該当する場合においては、受注者は、業

務委託料の10分の１に相当する額を違約金として発注者の指定する期間内

に支払わなければならない。

一 前条第１項又は第２項の規定によりこの契約が解除された場合

二 受注者がその債務の履行を拒否し、又は、受注者の責めに帰すべき事

由によって受注者の債務について履行不能となった場合

２ 次の各号に掲げる者がこの契約を解除した場合は、前項第二号に該当す

る場合とみなす。

一 受注者について破産手続開始の決定があった場合において 破産法 平、 （

成16年法律第75号）の規定により選任された破産管財人

二 受注者について更生手続開始の決定があった場合において、会社更生

法（平成14年法律第154号）の規定により選任された管財人

三 受注者について再生手続開始の決定があった場合において、民事再生

法（平成11年法律第225号）の規定により選任された再生債務者等

３ 第１項の場合（前条第１項第４号の規定により、この契約が解除された

場合を除く ）において、第４条の規定により契約保証金の納付又はこれに。

代わる担保の提供が行われているときは、発注者は、当該契約保証金又は

担保をもって第１項の違約金に充当することができる。

第33条第１項中「前条第１項及び第２項」を「第32条」に改める。

第36条第２項中「第32条」の下に「又は第32条の２第２項」を加える。



（発注者支援業務等委託契約書の一部改正）

５ 「発注者支援業務等委託契約書の制定について （平成24年１月10日付け国」

地契第64号、国北予第28号）の一部を次のように改正する。

第44条の２第２項及び第３項を削り、同条の次に次の一条を加える。

（契約が解除された場合等の違約金）

第44条の２ 次の各号のいずれかに該当する場合においては、受注者は、業

務委託料の10分の１に相当する額を違約金として発注者の指定する期間内

に支払わなければならない。

一 前条の規定によりこの契約が解除された場合

二 受注者がその債務の履行を拒否し、又は、受注者の責めに帰すべき事

由によって受注者の債務について履行不能となった場合

２ 次の各号に掲げる者がこの契約を解除した場合は、前項第二号に該当す

る場合とみなす。

一 受注者について破産手続開始の決定があった場合において 破産法 平、 （

成16年法律第75号）の規定により選任された破産管財人

二 受注者について更生手続開始の決定があった場合において、会社更生

法（平成14年法律第154号）の規定により選任された管財人

三 受注者について再生手続開始の決定があった場合において、民事再生

法（平成11年法律第225号）の規定により選任された再生債務者等

３ 第１項の場合（前条第６号の規定により、この契約が解除された場合を

除く ）において、第４条の規定により契約保証金の納付又はこれに代わる。

担保の提供が行われているときは、発注者は、当該契約保証金又は担保を

もって違約金に充当することができる。

第45条第１項中「前条第１項」を「第44条」に改める。

第48条第３項第１号及び第５項中「第44条」の下に「又は第44条の２第２

項」を加える。



○工事請負契約書の制定について（平成７年６月30日付け建設省厚契発第25号）（抄）
（下線部分が改正部分）

新 旧

（発注者の解除権） （発注者の解除権）
第46条 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、この契約を 第46条 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、この契約を
解除することができる。 解除することができる。
一 正当な理由なく、工事に着手すべき期日を過ぎても工事に着手しないと 一 正当な理由なく、工事に着手すべき期日を過ぎても工事に着手しないと
き。 き。

二 その責めに帰すべき事由により工期内に完成しないとき又は工期経過後相 二 その責めに帰すべき事由により工期内に完成しないとき又は工期経過後相
当の期間内に工事を完成する見込みが明らかにないと認められるとき。 当の期間内に工事を完成する見込みが明らかにないと認められるとき。

三 第10条第１項第２号に掲げる者を設置しなかったとき。 三 第10条第１項第２号に掲げる者を設置しなかったとき。
四 前３号に掲げる場合のほか、この契約に違反し、その違反によりこの契約 四 前３号に掲げる場合のほか、この契約に違反し、その違反によりこの契約
の目的を達することができないと認められるとき。 の目的を達することができないと認められるとき。

五 第48条第１項の規定によらないでこの契約の解除を申し出たとき。 五 第48条第１項の規定によらないでこの契約の解除を申し出たとき。
六 受注者（受注者が共同企業体であるときは、その構成員のいずれかの者。 六 受注者（受注者が共同企業体であるときは、その構成員のいずれかの者。
以下この号において同じ。）が次のいずれかに該当するとき。 以下この号において同じ。）が次のいずれかに該当するとき。
イ 役員等（受注者が個人である場合にはその者を、受注者が法人である場 イ 役員等（受注者が個人である場合にはその者を、受注者が法人である場
合にはその役員又はその支店若しくは常時建設工事の請負契約を締結する 合にはその役員又はその支店若しくは常時建設工事の請負契約を締結する
事務所の代表者をいう。以下この号において同じ。）が暴力団員による不 事務所の代表者をいう。以下この号において同じ。）が暴力団員による不
当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号。以下「暴力団対策 当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号。以下「暴力団対策
法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員（以下この号において 法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員（以下この号において
「暴力団員」という。）であると認められるとき。 「暴力団員」という。）であると認められるとき。

ロ～ト （略） ロ～ト （略）

（契約が解除された場合等の違約金）
第46条の２ 次の各号のいずれかに該当する場合においては、受注者は、請負代 ２ 前項の規定によりこの契約が解除された場合においては、受注者は、請負代
金額の10分の１に相当する額を違約金として発注者の指定する期間内に支払わ 金額の10分の１に相当する額を違約金として発注者の指定する期間内に支払わ
なければならない。 なければならない。
一 前条の規定によりこの契約が解除された場合
二 受注者がその債務の履行を拒否し、又は、受注者の責めに帰すべき事由に
よって受注者の債務について履行不能となった場合

２ 次の各号に掲げる者がこの契約を解除した場合は、前項第二号に該当する場
合とみなす。
一 受注者について破産手続開始の決定があった場合において、破産法（平成
16年法律第75号）の規定により選任された破産管財人

二 受注者について更生手続開始の決定があった場合において、会社更生法
（平成14年法律第154号）の規定により選任された管財人

三 受注者について再生手続開始の決定があった場合において、民事再生法
（平成11年法律第225号）の規定により選任された再生債務者等

３ 第１項の場合（前条第６号の規定により、この契約が解除された場合を除 ３ 第１項第１号から第５号までの規定により、この契約が解除された場合にお
く。）において、第４条の規定により契約保証金の納付又はこれに代わる担保 いて、第４条の規定により契約保証金の納付又はこれに代わる担保の提供が行
の提供が行われているときは、発注者は、当該契約保証金又は担保をもって第 われているときは、発注者は、当該契約保証金又は担保をもって前項の違約金
１項の違約金に充当することができる。 に充当することができる。

第47条 発注者は、工事が完成するまでの間は、 の規定によるほか、必要 第47条 発注者は、工事が完成するまでの間は、 の規定によるほか、第46条 前条第１項



があるときは、この契約を解除することができる。 必要があるときは、この契約を解除することができる。
２ 発注者は、前項の規定によりこの契約を解除したことにより受注者に損害を ２ 発注者は、前項の規定によりこの契約を解除したことにより受注者に損害を
及ぼしたときは、その損害を賠償しなければならない。 及ぼしたときは、その損害を賠償しなければならない。

（解除に伴う措置） （解除に伴う措置）
第49条 発注者は、この契約が解除された場合においては、出来形部分を検査の 第49条 発注者は、この契約が解除された場合においては、出来形部分を検査の
上、当該検査に合格した部分及び部分払の対象となった工事材料の引渡しを受 上、当該検査に合格した部分及び部分払の対象となった工事材料の引渡しを受
けるものとし、当該引渡しを受けたときは、当該引渡しを受けた出来形部分に けるものとし、当該引渡しを受けたときは、当該引渡しを受けた出来形部分に
相応する請負代金を受注者に支払わなければならない。この場合において、発 相応する請負代金を受注者に支払わなければならない。この場合において、発
注者は、必要があると認められるときは、その理由を受注者に通知して、出来 注者は、必要があると認められるときは、その理由を受注者に通知して、出来
形部分を最小限度破壊して検査することができる。 形部分を最小限度破壊して検査することができる。

２ 前項の場合において、検査又は復旧に直接要する費用は、受注者の負担とす ２ 前項の場合において、検査又は復旧に直接要する費用は、受注者の負担とす
る。 る。

３ 第１項の場合において、第34条（第40条において準用する場合を含む。）の ３ 第１項の場合において、第34条（第40条において準用する場合を含む。）の
規定による前払金があったときは、当該前払金の額（第37条及び第41条の規定 規定による前払金があったときは、当該前払金の額（第37条及び第41条の規定
による部分払をしているときは、その部分払において償却した前払金の額を控 による部分払をしているときは、その部分払において償却した前払金の額を控
除した額）を同項前段の出来形部分に相応する請負代金額から控除する。この 除した額）を同項前段の出来形部分に相応する請負代金額から控除する。この
場合において、受領済みの前払金額になお余剰があるときは、受注者は、解除 場合において、受領済みの前払金額になお余剰があるときは、受注者は、解除
が第46条 の規定によるときにあっては、その余剰額に前 が第46条の規定によるときにあっては、その余剰額に前払金の支払いの日から又は第46条の２第２項
払金の支払いの日から返還の日までの日数に応じ年2.8パーセントの割合で計 返還の日までの日数に応じ年2.8パーセントの割合で計算した額の利息を付し
算した額の利息を付した額を、解除が前２条の規定によるときにあっては、そ た額を、解除が前２条の規定によるときにあっては、その余剰額を発注者に返
の余剰額を発注者に返還しなければならない。 還しなければならない。

４ 受注者は、この契約が解除された場合において、支給材料があるときは、第 ４ 受注者は、この契約が解除された場合において、支給材料があるときは、第
１項の出来形部分の検査に合格した部分に使用されているものを除き、発注者 １項の出来形部分の検査に合格した部分に使用されているものを除き、発注者
に返還しなければならない。この場合において、当該支給材料が受注者の故意 に返還しなければならない。この場合において、当該支給材料が受注者の故意
若しくは過失により滅失若しくはき損したとき、又は出来形部分の検査に合格 若しくは過失により滅失若しくはき損したとき、又は出来形部分の検査に合格
しなかった部分に使用されているときは、代品を納め、若しくは原状に復して しなかった部分に使用されているときは、代品を納め、若しくは原状に復して
返還し、又は返還に代えてその損害を賠償しなければならない。 返還し、又は返還に代えてその損害を賠償しなければならない。

５ 受注者は、この契約が解除された場合において、貸与品があるときは、当該 ５ 受注者は、この契約が解除された場合において、貸与品があるときは、当該
貸与品を発注者に返還しなければならない。この場合において、当該貸与品が 貸与品を発注者に返還しなければならない。この場合において、当該貸与品が
受注者の故意又は過失により滅失又はき損したときは、代品を納め、若しくは 受注者の故意又は過失により滅失又はき損したときは、代品を納め、若しくは
原状に復して返還し、又は返還に代えてその損害を賠償しなければならない。 原状に復して返還し、又は返還に代えてその損害を賠償しなければならない。

６ 受注者は、この契約が解除された場合において、工事用地等に受注者が所有 ６ 受注者は、この契約が解除された場合において、工事用地等に受注者が所有
又は管理する工事材料、建設機械器具、仮設物その他の物件（下請負人の所有 又は管理する工事材料、建設機械器具、仮設物その他の物件（下請負人の所有
又は管理するこれらの物件を含む。）があるときは、受注者は、当該物件を撤 又は管理するこれらの物件を含む。）があるときは、受注者は、当該物件を撤
去するとともに、工事用地等を修復し、取り片付けて、発注者に明け渡さなけ 去するとともに、工事用地等を修復し、取り片付けて、発注者に明け渡さなけ
ればならない。 ればならない。

７ 前項の場合において、受注者が正当な理由なく、相当の期間内に当該物件を ７ 前項の場合において、受注者が正当な理由なく、相当の期間内に当該物件を
撤去せず、又は工事用地等の修復若しくは取片付けを行わないときは、発注者 撤去せず、又は工事用地等の修復若しくは取片付けを行わないときは、発注者
は、受注者に代わって当該物件を処分し、工事用地等を修復若しくは取片付け は、受注者に代わって当該物件を処分し、工事用地等を修復若しくは取片付け
を行うことができる。この場合においては、受注者は、発注者の処分又は修復 を行うことができる。この場合においては、受注者は、発注者の処分又は修復
若しくは取片付けについて異議を申し出ることができず、また、発注者の処分 若しくは取片付けについて異議を申し出ることができず、また、発注者の処分
又は修復若しくは取片付けに要した費用を負担しなければならない。 又は修復若しくは取片付けに要した費用を負担しなければならない。

８ 第４項前段及び第５項前段に規定する受注者のとるべき措置の期限、方法等 ８ 第４項前段及び第５項前段に規定する受注者のとるべき措置の期限、方法等
については、この契約の解除が第46条 の規定によるとき については、この契約の解除が第46条の規定によるときは発注者が定め、前２又は第46条の２第２項
は発注者が定め、前２条の規定によるときは受注者が発注者の意見を聴いて定 条の規定によるときは受注者が発注者の意見を聴いて定めるものとし、第４項
めるものとし、第４項後段、第５項後段及び第６項に規定する受注者のとるべ 後段、第５項後段及び第６項に規定する受注者のとるべき措置の期限、方法等



き措置の期限、方法等については、発注者が受注者の意見を聴いて定めるもの については、発注者が受注者の意見を聴いて定めるものとする。
とする。



○土木設計業務等委託契約書の制定について（平成７年６月30日付け建設省厚契発第26号）（抄）
（下線部分が改正部分）

新 旧

（発注者の解除権） （発注者の解除権）
第42条 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、この契約を 第42条 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、この契約を
解除することができる。 解除することができる。
一 正当な理由なく、業務に着手すべき期日を過ぎても業務に着手しないと 一 正当な理由なく、業務に着手すべき期日を過ぎても業務に着手しないと
き。 き。

二 その責めに帰すべき事由により、履行期間内に業務が完了しないと明らか 二 その責めに帰すべき事由により、履行期間内に業務が完了しないと明らか
に認められるとき。 に認められるとき。

三 管理技術者を配置しなかったとき。 三 管理技術者を配置しなかったとき。
四 前３号に掲げる場合のほか、この契約に違反し、その違反によりこの契約 四 前３号に掲げる場合のほか、この契約に違反し、その違反によりこの契約
の目的を達成することができないと認められるとき。 の目的を達成することができないと認められるとき。

五 第44条第１項の規定によらないでこの契約の解除を申し出たとき。 五 第44条第１項の規定によらないでこの契約の解除を申し出たとき。
六 受注者（受注者が共同企業体であるときは、その構成員のいずれかの者。 六 受注者（受注者が共同企業体であるときは、その構成員のいずれかの者。
以下この号において同じ。）が次のいずれかに該当するとき。 以下この号において同じ。）が次のいずれかに該当するとき。
イ 役員等（受注者が個人である場合にはその者を、受注者が法人である場 イ 役員等（受注者が個人である場合にはその者を、受注者が法人である場
合にはその役員又はその支店若しくは常時建設コンサルタント業務等の契 合にはその役員又はその支店若しくは常時建設コンサルタント業務等の契
約を締結する事務所の代表者をいう。以下この号において同じ。）が暴力 約を締結する事務所の代表者をいう。以下この号において同じ。）が暴力
団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号。以下 団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号。以下
「暴力団対策法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員（以下この 「暴力団対策法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員（以下この
号において「暴力団員」という。）であると認められるとき。 号において「暴力団員」という。）であると認められるとき。

ロ～ト （略） ロ～ト （略）

（契約が解除された場合等の違約金）
第42条の２ 次の各号のいずれかに該当する場合においては、受注者は、業務委 ２ 前項の規定によりこの契約が解除された場合においては、受注者は、業務委
託料の10分の１に相当する額を違約金として発注者の指定する期間内に支払わ 託料の10分の１に相当する額を違約金として発注者の指定する期間内に支払わ
なければならない。 なければならない。
一 前条の規定によりこの契約が解除された場合
二 受注者がその債務の履行を拒否し、又は、受注者の責めに帰すべき事由に
よって受注者の債務について履行不能となった場合

２ 次の各号に掲げる者がこの契約を解除した場合は、前項第二号に該当する場
合とみなす。
一 受注者について破産手続開始の決定があった場合において、破産法（平成
16年法律第75号）の規定により選任された破産管財人

二 受注者について更生手続開始の決定があった場合において、会社更生法
（平成14年法律第154号）の規定により選任された管財人

三 受注者について再生手続開始の決定があった場合において、民事再生法
（平成11年法律第225号）の規定により選任された再生債務者等

３ 第１項の場合（前条第６号の規定により、この契約が解除された場合を除 ３ 第１項第１号から第５号までの規定により、この契約が解除された場合にお
く。）において、第４条の規定により契約保証金の納付又はこれに代わる担保 いて、第４条の規定により契約保証金の納付又はこれに代わる担保の提供が行
の提供が行われているときは、発注者は、当該契約保証金又は担保をもって第 われているときは、発注者は、当該契約保証金又は担保をもって前項の違約金
１項の違約金に充当することができる。 に充当することができる。

第43条 発注者は、業務が完了するまでの間は、 の規定によるほか、必要 第43条 発注者は、業務が完了するまでの間は、 の規定によるほか、第42条 前条第１項



があるときは、この契約を解除することができる。 必要があるときは、この契約を解除することができる。
２ 発注者は、前項の規定によりこの契約を解除したことにより受注者に損害を ２ 発注者は、前項の規定によりこの契約を解除したことにより受注者に損害を
及ぼしたときは、その損害を賠償しなければならない。 及ぼしたときは、その損害を賠償しなければならない。

（解除に伴う措置） （解除に伴う措置）
第46条 この契約が解除された場合において、第34条（第37条の３において準用 第46条 この契約が解除された場合において、第34条（第37条の３において準用
する場合を含む。）の規定による前払金があったときは、受注者は、第42条 する場合を含む。）の規定による前払金があったときは、受注者は、第42条の又

の規定による解除にあっては、当該前払金の額（第37条の 規定による解除にあっては、当該前払金の額（第37条の規定により部分引渡しは第42条の２第２項
規定により部分引渡しをしているときは、その部分引渡しにおいて償却した前 をしているときは、その部分引渡しにおいて償却した前払金の額を控除した
払金の額を控除した額）に当該前払金の支払いの日から返還の日までの日数に 額）に当該前払金の支払いの日から返還の日までの日数に応じ年2.8パーセン
応じ年2.8パーセントの割合で計算した額の利息を付した額を、第43条又は第4 トの割合で計算した額の利息を付した額を、第43条又は第44条の規定による解
4条の規定による解除にあっては、当該前払金の額を発注者に返還しなければ 除にあっては、当該前払金の額を発注者に返還しなければならない。
ならない。

２ 前項の規定にかかわらず、この契約が解除され、かつ、前条第２項の規定に ２ 前項の規定にかかわらず、この契約が解除され、かつ、前条第２項の規定に
より既履行部分の引渡しが行われる場合において、第34条（第37条の３におい より既履行部分の引渡しが行われる場合において、第34条（第37条の３におい
て準用する場合を含む。）の規定による前払金があったときは、発注者は、当 て準用する場合を含む。）の規定による前払金があったときは、発注者は、当
該前払金の額（第37条の規定による部分引渡しがあった場合は、その部分引渡 該前払金の額（第37条の規定による部分引渡しがあった場合は、その部分引渡
しにおいて償却した前払金の額を控除した額）を前条第３項の規定により定め しにおいて償却した前払金の額を控除した額）を前条第３項の規定により定め
られた既履行部分委託料から控除するものとする。この場合において、受領済 られた既履行部分委託料から控除するものとする。この場合において、受領済
みの前払金になお余剰があるときは、受注者は、第42条 みの前払金になお余剰があるときは、受注者は、第42条の規定による解除にあ又は第42条の２第２項
の規定による解除にあっては、当該余剰額に前払金の支払いの日から返還の日 っては、当該余剰額に前払金の支払いの日から返還の日までの日数に応じ年2.
までの日数に応じ年2.8パーセントの割合で計算した額の利息を付した額を、 8パーセントの割合で計算した額の利息を付した額を、第43条又は第44条の規
第43条又は第44条の規定による解除にあっては、当該余剰額を発注者に返還し 定による解除にあっては、当該余剰額を発注者に返還しなければならない。
なければならない。

３ 受注者は、この契約が解除された場合において、貸与品等があるときは、当 ３ 受注者は、この契約が解除された場合において、貸与品等があるときは、当
該貸与品等を発注者に返還しなければならない。この場合において、当該貸与 該貸与品等を発注者に返還しなければならない。この場合において、当該貸与
品等が受注者の故意又は過失により滅失又はき損したときは、代品を納め、若 品等が受注者の故意又は過失により滅失又はき損したときは、代品を納め、若
しくは原状に復して返還し、又は返還に代えてその損害を賠償しなければなら しくは原状に復して返還し、又は返還に代えてその損害を賠償しなければなら
ない。 ない。

４ 受注者は、この契約が解除された場合において、作業現場に受注者が所有又 ４ 受注者は、この契約が解除された場合において、作業現場に受注者が所有又
は管理する業務の出来形部分（第37条に規定する部分引渡しに係る部分及び前 は管理する業務の出来形部分（第37条に規定する部分引渡しに係る部分及び前
条第２項に規定する検査に合格した既履行部分を除く。）、調査機械器具、仮 条第２項に規定する検査に合格した既履行部分を除く。）、調査機械器具、仮
設物その他の物件（第７条第３項の規定により、受注者から業務の一部を委任 設物その他の物件（第７条第３項の規定により、受注者から業務の一部を委任
され、又は請け負った者が所有又は管理するこれらの物件を含む。以下この条 され、又は請け負った者が所有又は管理するこれらの物件を含む。以下この条
において同じ。）があるときは、受注者は、当該物件を撤去するとともに、作 において同じ。）があるときは、受注者は、当該物件を撤去するとともに、作
業現場を修復し、取り片付けて、発注者に明け渡さなければならない。 業現場を修復し、取り片付けて、発注者に明け渡さなければならない。

５ 前項に規定する撤去並びに修復及び取片付けに要する費用（以下この項及び ５ 前項に規定する撤去並びに修復及び取片付けに要する費用（以下この項及び
次項において「撤去費用等」という。）は、次の各号に掲げる撤去費用等につ 次項において「撤去費用等」という。）は、次の各号に掲げる撤去費用等につ
き、それぞれ各号に定めるところにより発注者又は受注者が負担する。 き、それぞれ各号に定めるところにより発注者又は受注者が負担する。
一 業務の出来形部分に関する撤去費用等 契約の解除が第42条 一 業務の出来形部分に関する撤去費用等 契約の解除が第42条によるときは又は第42条の

によるときは受注者が負担し、第43条又は第44条によるときは発注 受注者が負担し、第43条又は第44条によるときは発注者が負担する。２第２項
者が負担する。

二 調査機械器具、仮設物その他物件に関する撤去費用等 受注者が負担す 二 調査機械器具、仮設物その他物件に関する撤去費用等 受注者が負担す
る。 る。

６ 第４項の場合において、受注者が正当な理由なく、相当の期間内に当該物件 ６ 第４項の場合において、受注者が正当な理由なく、相当の期間内に当該物件
を撤去せず、又は作業現場の修復若しくは取片付けを行わないときは、発注者 を撤去せず、又は作業現場の修復若しくは取片付けを行わないときは、発注者
は、受注者に代わって当該物件の処分又は作業現場の修復若しくは取片付けを は、受注者に代わって当該物件の処分又は作業現場の修復若しくは取片付けを



行うことができる。この場合においては、受注者は、発注者の処分又は修復若 行うことができる。この場合においては、受注者は、発注者の処分又は修復若
しくは取片付けについて異議を申し出ることができず、また、発注者が支出し しくは取片付けについて異議を申し出ることができず、また、発注者が支出し
た撤去費用等（前項第一号の規定により、発注者が負担する業務の出来形部分 た撤去費用等（前項第一号の規定により、発注者が負担する業務の出来形部分
に係るものを除く。）を負担しなければならない。 に係るものを除く。）を負担しなければならない。

７ 第３項前段に規定する受注者のとるべき措置の期限、方法等については、こ ７ 第３項前段に規定する受注者のとるべき措置の期限、方法等については、こ
の契約の解除が第42条 によるときは発注者が定め、第43 の契約の解除が第42条によるときは発注者が定め、第43条又は第44条の規定に又は第42条の２第２項
条又は第44条の規定によるときは受注者が発注者の意見を聴いて定めるものと よるときは受注者が発注者の意見を聴いて定めるものとし、第３項後段及び第
し、第３項後段及び第４項に規定する受注者のとるべき措置の期限、方法等に ４項に規定する受注者のとるべき措置の期限、方法等については、発注者が受
ついては、発注者が受注者の意見を聴いて定めるものとする。 注者の意見を聴いて定めるものとする。



○建築設計業務委託契約書の制定について（平成10年10月１日付け建設省厚契発第37号）（抄）
（下線部分が改正部分）

新 旧

（発注者の解除権） （発注者の解除権）
第42条 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、この契約を 第42条 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、この契約を
解除することができる。 解除することができる。
一 その責めに帰すべき事由により、履行期間内に業務が完了しないと明らか 一 その責めに帰すべき事由により、履行期間内に業務が完了しないと明らか
に認められるとき。 に認められるとき。

二 管理技術者を配置しなかったとき。 二 管理技術者を配置しなかったとき。
三 前２号に掲げる場合のほか、この契約に違反し、その違反によりこの契約 三 前２号に掲げる場合のほか、この契約に違反し、その違反によりこの契約
の目的を達成することができないと認められるとき。 の目的を達成することができないと認められるとき。

四 受注者（受注者が共同企業体であるときは、その構成員のいずれかの者。 四 受注者（受注者が共同企業体であるときは、その構成員のいずれかの者。
以下この号において同じ。）が次のいずれかに該当するとき。 以下この号において同じ。）が次のいずれかに該当するとき。
イ 役員等（受注者が個人である場合にはその者を、受注者が法人である場 イ 役員等（受注者が個人である場合にはその者を、受注者が法人である場
合にはその役員又はその支店若しくは常時建設コンサルタント業務等の契 合にはその役員又はその支店若しくは常時建設コンサルタント業務等の契
約を締結する事務所の代表者をいう。以下この号において同じ。）が暴力 約を締結する事務所の代表者をいう。以下この号において同じ。）が暴力
団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号。以下 団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号。以下
「暴力団対策法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員（以下この 「暴力団対策法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員（以下この
号において「暴力団員」という。）であると認められるとき。 号において「暴力団員」という。）であると認められるとき。

ロ～ト （略） ロ～ト （略）
２ 発注者は、受注者が、第44条第１項の規定によらないでこの契約の解除を申 ２ 発注者は、受注者が、第44条第１項の規定によらないでこの契約の解除を申
し出たときは、この契約を解除することができる。 し出たときは、この契約を解除することができる。

（契約が解除された場合等の違約金）
第42条の２ 次の各号のいずれかに該当する場合においては、受注者は、業務委 ３ 第１項又は前項の規定によりこの契約が解除された場合においては、受注者
託料の10分の１に相当する額を違約金として発注者の指定する期間内に支払わ は、業務委託料の10分の１に相当する額を違約金として発注者の指定する期限
なければならない。 までに支払わなければならない。
一 前条第１項又は第２項の規定によりこの契約が解除された場合
二 受注者がその債務の履行を拒否し、又は、受注者の責めに帰すべき事由に
よって受注者の債務について履行不能となった場合

２ 次の各号に掲げる者がこの契約を解除した場合は、前項第二号に該当する場
合とみなす。
一 受注者について破産手続開始の決定があった場合において、破産法（平成
16年法律第75号）の規定により選任された破産管財人

二 受注者について更生手続開始の決定があった場合において、会社更生法
（平成14年法律第154号）の規定により選任された管財人

三 受注者について再生手続開始の決定があった場合において、民事再生法
（平成11年法律第225号）の規定により選任された再生債務者等

３ 第１項の場合（前条第１項第４号の規定により、この契約が解除された場合 ４ 第１項第１号から第３号までの規定により、この契約が解除された場合にお
を除く。）において、第４条の規定により契約保証金の納付又はこれに代わる いて、第４条の規定により契約保証金の納付又はこれに代わる担保の提供が行
担保の提供が行われているときは、発注者は、当該契約保証金又は担保をもっ われているときは、発注者は、当該契約保証金又は担保をもって前項の違約金
て第１項の違約金に充当することができる。 に充当することができる。

第43条 発注者は、業務が完了するまでの間は、 の規定によるほか、必要 第43条 発注者は、業務が完了するまでの間は、 の規定に第42条 前条第１項及び第２項
があるときは、この契約を解除することができる。 よるほか、必要があるときは、この契約を解除することができる。



２ 発注者は、前項の規定によりこの契約を解除したことにより受注者に損害を ２ 発注者は、前項の規定によりこの契約を解除したことにより受注者に損害を
及ぼしたときは、その損害を賠償しなければならない。 及ぼしたときは、その損害を賠償しなければならない。

（解除に伴う措置） （解除に伴う措置）
第46条 この契約が解除された場合において、第34条（第37条の３において準用 第46条 この契約が解除された場合において、第34条（第37条の３において準用
する場合を含む。）の規定による前払金があったときは、受注者は、第42条 する場合を含む。）の規定による前払金があったときは、受注者は、第42条の又

の規定による解除にあっては、当該前払金の額（第37条の 規定による解除にあっては、当該前払金の額（第37条の規定により部分引渡しは第42条の２第２項
規定により部分引渡しをしているときは、その部分引渡しにおいて償却した前 をしているときは、その部分引渡しにおいて償却した前払金の額を控除した
払金の額を控除した額）に当該前払金の支払いの日から返還の日までの日数に 額）に当該前払金の支払いの日から返還の日までの日数に応じ年2.8パーセン
応じ年2.8パーセントの割合で計算した額の利息を付した額を、第43条又は第4 トの割合で計算した額の利息を付した額を、第43条又は第44条の規定による解
4条の規定による解除にあっては、当該前払金の額を発注者に返還しなければ 除にあっては、当該前払金の額を発注者に返還しなければならない。
ならない。

２ 前項の規定にかかわらず、この契約が解除され、かつ、前条第２項の規定に ２ 前項の規定にかかわらず、この契約が解除され、かつ、前条第２項の規定に
より既履行部分の引渡しが行われる場合において、第34条（第37条の３におい より既履行部分の引渡しが行われる場合において、第34条（第37条の３におい
て準用する場合を含む。）の規定による前払金があったときは、発注者は、当 て準用する場合を含む。）の規定による前払金があったときは、発注者は、当
該前払金の額（第37条の規定による部分引渡しがあった場合は、その部分引渡 該前払金の額（第37条の規定による部分引渡しがあった場合は、その部分引渡
しにおいて償却した前払金の額を控除した額）を前条第３項の規定により定め しにおいて償却した前払金の額を控除した額）を前条第３項の規定により定め
られた既履行部分委託料から控除するものとする。この場合において、受領済 られた既履行部分委託料から控除するものとする。この場合において、受領済
みの前払金になお余剰があるときは、受注者は、第42条 みの前払金になお余剰があるときは、受注者は、第42条の規定による解除にあ又は第42条の２第２項
の規定による解除にあっては、当該余剰額に前払金の支払いの日から返還の日 っては、当該余剰額に前払金の支払いの日から返還の日までの日数に応じ年2.
までの日数に応じ年2.8パーセントの割合で計算した額の利息を付した額を、 8パーセントの割合で計算した額の利息を付した額を、第43条又は第44条の規
第43条又は第44条の規定による解除にあっては、当該余剰額を発注者に返還し 定による解除にあっては、当該余剰額を発注者に返還しなければならない。
なければならない。

３ 受注者は、この契約が解除された場合において、貸与品等があるときは、当 ３ 受注者は、この契約が解除された場合において、貸与品等があるときは、当
該貸与品等を発注者に返還しなければならない。この場合において、当該貸与 該貸与品等を発注者に返還しなければならない。この場合において、当該貸与
品等が受注者の故意又は過失により滅失又はき損したときは、代品を納め、若 品等が受注者の故意又は過失により滅失又はき損したときは、代品を納め、若
しくは原状に復して返還し、又は返還に代えてその損害を賠償しなければなら しくは原状に復して返還し、又は返還に代えてその損害を賠償しなければなら
ない。 ない。

４ 前項前段に規定する受注者のとるべき措置の期限、方法等については、この ４ 前項前段に規定する受注者のとるべき措置の期限、方法等については、この
契約の解除が第42条 によるときは発注者が定め、第43条 契約の解除が第42条によるときは発注者が定め、第43条又は第44条の規定によ又は第42条の２第２項
又は第44条の規定によるときは受注者が発注者の意見を聴いて定めるものと るときは受注者が発注者の意見を聴いて定めるものとし、前項後段に規定する
し、前項後段に規定する受注者のとるべき措置の期限、方法等については、発 受注者のとるべき措置の期限、方法等については、発注者が受注者の意見を聴
注者が受注者の意見を聴いて定めるものとする。 いて定めるものとする。



○建築工事監理業務委託契約書の制定について（平成13年２月15日付け国官地第3-2号）（抄）
（下線部分が改正部分）

新 旧

（発注者の解除権） （発注者の解除権）
第32条 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、この契約を 第32条 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、この契約を
解除することができる。 解除することができる。
一 その責めに帰すべき事由により、履行期間内に業務が完了しないと明らか 一 その責めに帰すべき事由により、履行期間内に業務が完了しないと明らか
に認められるとき。 に認められるとき。

二 管理技術者を配置しなかったとき。 二 管理技術者を配置しなかったとき。
三 前２号に掲げる場合のほか、この契約に違反し、その違反によりこの契約 三 前２号に掲げる場合のほか、この契約に違反し、その違反によりこの契約
の目的を達成することができないと認められるとき。 の目的を達成することができないと認められるとき。

四 受注者（受注者が設計共同体であるときは、その構成員のいずれかの者。 四 受注者（受注者が設計共同体であるときは、その構成員のいずれかの者。
以下この号において同じ。）が次のいずれかに該当するとき。 以下この号において同じ。）が次のいずれかに該当するとき。
イ 役員等（受注者が個人である場合にはその者を、受注者が法人である場 イ 役員等（受注者が個人である場合にはその者を、受注者が法人である場
合にはその役員又はその支店若しくは常時建設コンサルタント業務等の契 合にはその役員又はその支店若しくは常時建設コンサルタント業務等の契
約を締結する事務所の代表者をいう。以下この号において同じ。）が暴力 約を締結する事務所の代表者をいう。以下この号において同じ。）が暴力
団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号。以下 団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号。以下
「暴力団対策法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員（以下この 「暴力団対策法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員（以下この
号において「暴力団員」という。）であると認められるとき。 号において「暴力団員」という。）であると認められるとき。

ロ～ト （略） ロ～ト （略）
２ 発注者は、受注者が、第34条第１項の規定によらないでこの契約の解除を申 ２ 発注者は、受注者が、第34条第１項の規定によらないでこの契約の解除を申
し出たときは、この契約を解除することができる。 し出たときは、この契約を解除することができる。

（契約が解除された場合等の違約金）
第32条の２ 次の各号のいずれかに該当する場合においては、受注者は、業務委 ３ 第１項又は前項の規定によりこの契約が解除された場合においては、受注者
託料の10分の１に相当する額を違約金として発注者の指定する期間内に支払わ は、業務委託料の10分の１に相当する額を違約金として発注者の指定する期限
なければならない。 までに支払わなければならない。
一 前条第１項又は第２項の規定によりこの契約が解除された場合
二 受注者がその債務の履行を拒否し、又は、受注者の責めに帰すべき事由に
よって受注者の債務について履行不能となった場合

２ 次の各号に掲げる者がこの契約を解除した場合は、前項第二号に該当する場
合とみなす。
一 受注者について破産手続開始の決定があった場合において、破産法（平成
16年法律第75号）の規定により選任された破産管財人

二 受注者について更生手続開始の決定があった場合において、会社更生法
（平成14年法律第154号）の規定により選任された管財人

三 受注者について再生手続開始の決定があった場合において、民事再生法
（平成11年法律第225号）の規定により選任された再生債務者等

３ 第１項の場合（前条第１項第４号の規定により、この契約が解除された場合 ４ 第１項第１号から第３号までの規定により、この契約が解除された場合にお
を除く。）において、第４条の規定により契約保証金の納付又はこれに代わる いて、第４条の規定により契約保証金の納付又はこれに代わる担保の提供が行
担保の提供が行われているときは、発注者は、当該契約保証金又は担保をもっ われているときは、発注者は、当該契約保証金又は担保をもって前項の違約金
て第１項の違約金に充当することができる。 に充当することができる。

第33条 発注者は、業務が完了するまでの間は、 の規定によるほか、必要 第33条 発注者は、業務が完了するまでの間は、 の規定に第32条 前条第１項及び第２項
があるときは、この契約を解除することができる。 よるほか、必要があるときは、この契約を解除することができる。



２ 発注者は、前項の規定によりこの契約を解除したことにより受注者に損害を ２ 発注者は、前項の規定によりこの契約を解除したことにより受注者に損害を
及ぼしたときは、その損害を賠償しなければならない。 及ぼしたときは、その損害を賠償しなければならない。

（解除に伴う措置） （解除に伴う措置）
第36条 受注者は、この契約が解除された場合において、貸与品等があるとき 第36条 受注者は、この契約が解除された場合において、貸与品等があるとき
は、当該貸与品等を発注者に返還しなければならない。この場合において、当 は、当該貸与品等を発注者に返還しなければならない。この場合において、当
該貸与品等が受注者の故意又は過失により滅失又はき損したときは、代品を納 該貸与品等が受注者の故意又は過失により滅失又はき損したときは、代品を納
め、若しくは原状に復して返還し、又は返還に代えてその損害を賠償しなけれ め、若しくは原状に復して返還し、又は返還に代えてその損害を賠償しなけれ
ばならない。 ばならない。

２ 前項前段に規定する受注者のとるべき措置の期限、方法等については、この ２ 前項前段に規定する受注者のとるべき措置の期限、方法等については、この
契約の解除が第32条 によるときは発注者が定め、第33条 契約の解除が第32条によるときは発注者が定め、第33条又は第34条の規定によ又は第32条の２第２項
又は第34条の規定によるときは受注者が発注者の意見を聴いて定めるものと るときは受注者が発注者の意見を聴いて定めるものとし、前項後段に規定する
し、前項後段に規定する受注者のとるべき措置の期限、方法等については、発 受注者のとるべき措置の期限、方法等については、発注者が受注者の意見を聴
注者が受注者の意見を聴いて定めるものとする。 いて定めるものとする。



○発注者支援業務等委託契約書の制定について（平成24年１月10日付け国地契第64号、国北予第28号）（抄）

（下線部分が改正部分）

新 旧

（発注者の解除権） （発注者の解除権）

第44条 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、契約を解除 第44条 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、契約を解除

することができる。 することができる。

一 正当な理由なく、業務に着手すべき期日を過ぎても業務に着手しないと 一 正当な理由なく、業務に着手すべき期日を過ぎても業務に着手しないと

き。 き。

二 その責めに帰すべき事由により、履行期間内に業務が完了しないと明らか 二 その責めに帰すべき事由により、履行期間内に業務が完了しないと明らか

に認められるとき。 に認められるとき。

三 管理技術者を配置しなかったとき。 三 管理技術者を配置しなかったとき。

四 前３号に掲げる場合のほか、この契約に違反し、その違反により契約の目 四 前３号に掲げる場合のほか、この契約に違反し、その違反により契約の目

的を達成することができないと認められるとき。 的を達成することができないと認められるとき。

五 第46条第１項の規定によらないで契約の解除を申し出たとき。 五 第46条第１項の規定によらないで契約の解除を申し出たとき。

六 受注者（受注者が設計共同体であるときは、その構成員のいずれかの者。 六 受注者（受注者が設計共同体であるときは、その構成員のいずれかの者。

以下この号において同じ。）が次のいずれかに該当するとき。 以下この号において同じ。）が次のいずれかに該当するとき。

イ 役員等（受注者が個人である場合にはその者を、受注者が法人である場 イ 役員等（受注者が個人である場合にはその者を、受注者が法人である場

合にはその役員又はその支店若しくは常時建設コンサルタント業務等の委 合にはその役員又はその支店若しくは常時建設コンサルタント業務等の委

託契約を締結する事務所の代表者をいう。以下この号において同じ。）が 託契約を締結する事務所の代表者をいう。以下この号において同じ。）が

暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号。 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号。

以下「暴力団対策法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員（以下 以下「暴力団対策法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員（以下

この号において「暴力団員」という。）であると認められるとき。 この号において「暴力団員」という。）であると認められるとき。

ロ～ト （略） ロ～ト （略）

（契約が解除された場合等の違約金）

第44条の２ 次の各号のいずれかに該当する場合においては、受注者は、業務委 ２ 前項の規定により契約が解除された場合においては、受注者は、業務委託料

託料の10分の１に相当する額を違約金として発注者の指定する期間内に支払わ の10分の１に相当する額を違約金として発注者の指定する期間内に支払わなけ

なければならない。 ればならない。

一 前条の規定によりこの契約が解除された場合

二 受注者がその債務の履行を拒否し、又は、受注者の責めに帰すべき事由に

よって受注者の債務について履行不能となった場合

２ 次の各号に掲げる者がこの契約を解除した場合は、前項第二号に該当する場

合とみなす。

一 受注者について破産手続開始の決定があった場合において、破産法（平成

16年法律第75号）の規定により選任された破産管財人

二 受注者について更生手続開始の決定があった場合において、会社更生法

（平成14年法律第154号）の規定により選任された管財人

三 受注者について再生手続開始の決定があった場合において、民事再生法



（平成11年法律第225号）の規定により選任された再生債務者等

３ 第１項の場合（前条第６号の規定により、この契約が解除された場合を除 ３ 第１項第１号から第５号までの規定により、この契約が解除された場合にお

く。）において、第４条の規定により契約保証金の納付又はこれに代わる担保 いて、第４条の規定により契約保証金の納付又はこれに代わる担保の提供が行

の提供が行われているときは、発注者は、当該契約保証金又は担保をもって違 われているときは、発注者は、当該契約保証金又は担保をもって違約金に充当

約金に充当することができる。 することができる。

第45条 発注者は、業務が完了するまでの間は、 の規定によるほか、必要 第45条 発注者は、業務が完了するまでの間は、 の規定によるほか、第44条 前条第１項

があるときは、契約を解除することができる。 必要があるときは、契約を解除することができる。

２ 発注者は、前項の規定により契約を解除したことにより受注者に損害を及ぼ ２ 発注者は、前項の規定により契約を解除したことにより受注者に損害を及ぼ

したときは、その損害を賠償しなければならない。 したときは、その損害を賠償しなければならない。

（解除に伴う措置） （解除に伴う措置）

第48条 受注者は、契約が解除された場合において、貸与品等があるときは、当 第48条 受注者は、契約が解除された場合において、貸与品等があるときは、当

該貸与品等を発注者に返還しなければならない。この場合において、当該貸与 該貸与品等を発注者に返還しなければならない。この場合において、当該貸与

品等が受注者の故意又は過失により滅失又はき損したときは、代品を納め、若 品等が受注者の故意又は過失により滅失又はき損したときは、代品を納め、若

しくは原状に復して返還し、又は返還に代えてその損害を賠償しなければなら しくは原状に復して返還し、又は返還に代えてその損害を賠償しなければなら

ない。 ない。

２ 受注者は、契約が解除された場合において、作業現場に受注者が所有又は管 ２ 受注者は、契約が解除された場合において、作業現場に受注者が所有又は管

理する業務の出来形部分（第36条に規定する部分引渡しに係る部分及び前条第 理する業務の出来形部分（第36条に規定する部分引渡しに係る部分及び前条第

２項に規定する検査に合格した既履行部分を除く。）、調査機械器具、仮設物 ２項に規定する検査に合格した既履行部分を除く。）、調査機械器具、仮設物

その他の物件（第７条第３項の規定により、受注者から業務の一部を委任さ その他の物件（第７条第３項の規定により、受注者から業務の一部を委任さ

れ、又は請け負った者が所有又は管理するこれらの物件を含む。以下この条に れ、又は請け負った者が所有又は管理するこれらの物件を含む。以下この条に

おいて同じ。）があるときは、受注者は、当該物件を撤去するとともに、作業 おいて同じ。）があるときは、受注者は、当該物件を撤去するとともに、作業

現場を修復し、取り片付けて、発注者に明け渡さなければならない。 現場を修復し、取り片付けて、発注者に明け渡さなければならない。

３ 前項に規定する撤去並びに修復及び取片付けに要する費用（以下この項及び ３ 前項に規定する撤去並びに修復及び取片付けに要する費用（以下この項及び

次項において「撤去費用等」という。）は、次の各号に掲げる撤去費用等につ 次項において「撤去費用等」という。）は、次の各号に掲げる撤去費用等につ

き、それぞれ各号に定めるところにより発注者又は受注者が負担する。 き、それぞれ各号に定めるところにより発注者又は受注者が負担する。

一 業務の出来形部分に関する撤去費用等 契約の解除が第44条 一 業務の出来形部分に関する撤去費用等 契約の解除が第44条によるときは又は第44条の

によるときは受注者が負担し、第45条又は第46条によるときは発注 受注者が負担し、第45条又は第46条によるときは発注者が負担する。２第２項

者が負担する。

二 調査機械器具、仮設物その他物件に関する撤去費用等 受注者が負担す 二 調査機械器具、仮設物その他物件に関する撤去費用等 受注者が負担す

る。 る。

４ 第２項の場合において、受注者が正当な理由なく、相当の期間内に当該物件 ４ 第２項の場合において、受注者が正当な理由なく、相当の期間内に当該物件

を撤去せず、又は作業現場の修復若しくは取片付けを行わないときは、発注者 を撤去せず、又は作業現場の修復若しくは取片付けを行わないときは、発注者

は、受注者に代わって当該物件の処分又は作業現場の修復若しくは取片付けを は、受注者に代わって当該物件の処分又は作業現場の修復若しくは取片付けを

行うことができる。この場合においては、受注者は、発注者の処分又は修復若 行うことができる。この場合においては、受注者は、発注者の処分又は修復若

しくは取片付けについて異議を申し出ることができず、また、発注者が支出し しくは取片付けについて異議を申し出ることができず、また、発注者が支出し

た撤去費用等（前項第一号の規定により、発注者が負担する業務の出来形部分 た撤去費用等（前項第一号の規定により、発注者が負担する業務の出来形部分

に係るものを除く。）を負担しなければならない。 に係るものを除く。）を負担しなければならない。

５ 第１項前段に規定する受注者のとるべき措置の期限、方法等については、契 ５ 第１項前段に規定する受注者のとるべき措置の期限、方法等については、契



約の解除が第44条 によるときは発注者が定め、第45条又 約の解除が第44条によるときは発注者が定め、第45条又は第46条の規定による又は第44条の２第２項

は第46条の規定によるときは受注者が発注者の意見を聴いて定めるものとし、 ときは受注者が発注者の意見を聴いて定めるものとし、第１項後段及び第２項

第１項後段及び第２項に規定する受注者のとるべき措置の期限、方法等につい に規定する受注者のとるべき措置の期限、方法等については、発注者が受注者

ては、発注者が受注者の意見を聴いて定めるものとする。 の意見を聴いて定めるものとする。



国 土 建 第 ３ １ ２ 号

平成２８年１１月９日

一般社団法人 日本損害保険協会会長 あて

国土交通省土地・建設産業局建設業課長

工事請負契約書及び履行保証等の当面の取扱いについて

国土交通省では、平成２８年１１月９日、当分の間、直轄工事の工事請負契約書のう

ち違約金に係る条項について別紙のとおり取り扱うこととしたところ。また、他の公共

発注機関に対しても当該取扱いについて周知したところであり、今後、同様の取扱いが

なされることが見込まれる。

公共工事等の契約に当たっては、会計法等において、発注者に対する契約保証金の納

付や、これに代わるものとして、損害保険会社等による公共工事履行保証や履行保証保

険、前払金保証事業会社による契約保証等（以下「履行保証等」という ）が必要とされ。

ているが、上述の当面の取扱いに基づき契約が締結される場合、履行保証等についても

当該契約の内容に対応したものであることが求められる。

ついては、貴団体におかれても、当該取扱内容について了知の上、貴団体傘下企業に

対して周知徹底を行い、公共工事等の受注者の契約手続きに混乱を来さないよう、公共

工事履行保証や履行保証保険について格別の配慮をお願いしたい。



国 土 建 第 ３ １ ３ 号

平成２８年１１月９日

一般社団法人 全国銀行協会会長

一般社団法人 全国信用金庫協会会長 あて

一般社団法人 全国信用組合中央協会会長

国土交通省土地・建設産業局建設業課長

工事請負契約書及び履行保証等の当面の取扱いについて

国土交通省では、平成２８年１１月９日、当分の間、直轄工事の工事請負契約書のう

ち違約金に係る条項について別紙のとおり取り扱うこととしたところ。また、他の公共

発注機関に対しても当該取扱いについて周知したところであり、今後、同様の取扱いが

なされることが見込まれる。

公共工事等の契約に当たっては、会計法等において、発注者に対する契約保証金の納

付や、これに代わるものとして、金融機関等による公共工事履行保証や履行保証保険、

前払金保証事業会社による契約保証等（以下「履行保証等」という ）が必要とされてい。

るが、上述の当面の取扱いに基づき契約が締結される場合、履行保証等についても当該

契約の内容に対応したものであることが求められる。

貴団体傘下企業におかれても公共工事履行保証を行っているものと承知しているが、

、 、 、今後 当該保証の主契約について 上述の取扱いがなされることが予想されることから

ご承知おきいただくとともに、傘下企業に対しても周知願いたい。



国 土 建 第 ３ １ １ 号

平成２８年１１月９日

北海道建設業信用保証株式会社

取締役社長 吉田 義一 殿

東日本建設業保証株式会社 あて

取締役社長 三澤 眞 殿

西日本建設業保証株式会社

取締役社長 小神 正志 殿

国土交通省土地・建設産業局建設業課長

工事請負契約書の当面の取扱いについて（依頼）

国土交通省では、平成２８年１１月９日、当分の間、直轄工事の工事請負契約書のう

ち違約金に係る条項について別紙のとおり取り扱うこととしたところ。また、他の公共

発注機関に対しても当該取扱いについて周知したところであり、今後、同様の取扱いが

なされることが見込まれる。

公共工事等については、会計法等において、前払金保証事業会社により前払保証がな

された場合に、前金払をなすことができることとされている。また、当該工事等の契約

に当たっては、発注者に対する契約保証金の納付や、これに代わるものとして、金融機

関等による公共工事履行保証や履行保証保険、前払金保証事業会社による契約保証等が

。 、 、必要とされている 今後 各発注機関が作成する契約書において上述の取扱いがなされ

当該契約書に基づき契約が締結される場合、その趣旨を踏まえ、これらの保証について

も当該取扱いに対応したものであることが求められる。

ついては、貴社におかれても、貴社が行う保証について、当該取扱いの趣旨を踏まえ

必要な措置を速やかに講じ、公共工事等の受注者が行う手続きに混乱を来さないよう、

適切に対応されたい。



番号 質問 回答

1
なぜこのタイミングで国土交通
省の直轄契約書の見直しを行
うのか。

→今回の直轄契約書の見直しは、建設会社の破産管財人と地方整備局
と間で、違約金請求権について争われた訴訟について、11月9日に判決が
確定したことを踏まえ、破産管財人による解除が行われる場合であっても
違約金請求権が認められるよう、措置するもの。

2
契約書を見直さなかった場合
どうなるのか。

→契約書を見直さなかった場合、今般の地方整備局の事案と同様に破産
管財人による解除がなされると、違約金が発生せず、発注者が損失を被
ることとなる。
→そのため、各発注担当が作成している契約書についても、直轄契約書
と同様の見直しを行っていただくことが望ましい。

3

暫定対応とのことであるが、
今後更なる改正はあるのか。
公共工事標準請負契約約款
の改正を待って改正すればよ
いか。

→公共工事標準請負契約約款についても改正を予定しているが、現在続
いている他の訴訟案件の動向も踏まえながら、検討を進めることとなる。
→なお、公共約款を改正することとなった場合でも、今般の直轄契約書の
改正内容を踏まえたものとなると考えられるため、各発注機関におかれて
も、公共約款の改正を待たず、それぞれご作成の契約書を見直されること
が望ましい。

4

前払保証事業会社や損保会
社は、契約書の見直しに対応
した履行保証を行ってくれる
のか。

→履行保証は、受注者が履行拒絶や履行不能となった場合に発生する違
約金について保証する制度であり、会計法の「１０％の発注者への預け入
れ」の代替として措置されているもの。このため、発注者解除に限らず、破
産管財人による解除等のケースであっても、違約金請求権を認め、保証
金を支払うことが、履行保証の趣旨に照らして適切であると考える。
→前払保証事業会社や損保会社においても、改正の必要性について理
解し、前向きに対応いただいているところ。

5
保証会社や損保会社の履行
保証等は、改正が行われるの
か。

→前払保証事業会社や損保会社、銀行の行う履行保証等については、大
きく、「保証」と「保険」の２種類に分かれる。

①「保証」は、損保会社や銀行・信用金庫等の金融機関の商品であるが、
これらについては、請負契約の内容を裏打ちするものであるので、請負契
約の内容が変更されれば自動的に保証内容も変わることとなる。すなわ
ち、損保会社や銀行において約款の改正等は不要であり、従前の商品の
ままで対応可能である。

②他方、「保険」は、前払保証事業会社や損保会社の商品であるが、これ
らについては、各会社の約款を改正する必要がある。前払保証事業会社
の約款改正については、対応をお願いしている。また、損保会社の保険約
款についても、特約を付すか保険約款本体の改定により対応が行われる
見込み。

直轄契約書及び履行保証の取扱いに関するＱ＆Ａ集



番号 質問 回答

6
契約書見直し後の履行保証
の利用について、留意事項が
あれば教えてほしい。

①前払保証事業会社を利用する場合
　→前払保証事業会社の約款については、保証事業会社において改正を
検討しているところ。なお、１１月９日以降、改正後の契約書で締結された
契約については、前払保証事業会社の改正後の約款を遡及して適用する
ようお願いしており、履行保証の活用に際して、特段ご留意いただく点は
無い。

②銀行・信用金庫等の金融機関を利用する場合
　→銀行・信用金庫等が行う保証については、請負契約の内容を裏打ち
する形であるので、特段の改正なく対応可能である。従って、履行保証の
活用に際して、特段ご留意いただく点は無い。

③損保会社を利用する場合
　→損保会社については、公共工事履行保証証券にて対応する場合は、
銀行・信用金庫等の金融機関と同様「保証」であるので特段の改正なく対
応可能である。一方で、履行保証保険については、11月9日以降に損保会
社にて前払保証会社同様に対応が行われる見込み。当面の間は、公共
工事履行保証証券を利用するほうが、改正後の契約書に対応した商品で
あるかの確認が不要という点から、事務的な負担が少ないものと思われ
る。

7
関係者への周知はどのように
行われているか。

→地方公共団体等については、１１月９日の直轄契約書の暫定対応につ
いて、公契連経由で周知を行うとともに、ブロック監理課長等会議で各都
道府県ご担当者様にご説明しているところ。
→建設業団体に対しては、国交省の直轄契約書が変わる旨、また、他の
発注機関の契約書も今後改正が見込まれる旨の通知を発出している。
→また、各保証会社や損保会社、金融機関等に対しても、商品への対応
をお願いする通知を発出している。

8
役務的保証を行っている場合
についても、金銭的保証と扱
いは同じか。

役務的保証については、損保会社の公共工事履行保証証券のみで対応
が可能であるが、役務的保証措置を要求している場合は、公共工事標準
請負契約約款第46条に基づき、請負契約を解除することなく保証人に工
事の完成を請求することになる。
しかしながら、請負契約が解除されてしまうと、保証債務は違約金等の支
払債務に転換することから、保証人は違約金等を支払うことになる点に留
意する必要がある。

9
国土交通省の直轄契約書の
見直しについては、どのタイミ
ングから適用となるのか。

１１月９日以降に契約が締結される契約について適用される（１１月８日以
前に入札公告がなされた工事についても対象）。


